
本件は，詩人や童話作家等である著作権者ら

（原告）が，副教材制作販売会社である被告ら

に対して，国語教科書に掲載された作品につい

て，それに準拠して作成したテスト問題集の印

刷，出版，販売は，原告らの作品に対する複製

権，著作者人格権を侵害すると主張し，その国

語テストの出版等の差止と損害賠償又は不当利

得返還を求めた事案である。裁判所は作家等の

請求を認め，会社側に出版等の差止と総額１億

1,500万円余の損害賠償の支払いを命じた。

争点は，主に，①被告らが，本件著作物を本

件テストに掲載することが，著作権法32条１項

にいう「引用」に該当するか，②被告らのそれ

らの行為が，著作権法36条１項にいう「試験問

題としての複製」に該当するか，③被告らが出

版に際し，原告らの文章を修正したり，氏名を

掲載しないことが，著作者人格権の侵害になる

か，④損害の発生とその数額はいくらか，の４

点である。

この判決の内容は妥当なものと思われる。

〈参照条文〉著作権法第19条，20条，32条，

【要　旨】
36条，114条

原告（X）らは，いずれも詩人，童話作家又は

著作権相続人であり，小学校用国語科検定教科

書に掲載されるような作品を著作又は翻訳し，

あるいは著作した者の相続人であり，それらの

著作物の著作権者である。

被告（Y）らは，いずれも小学校用の副教材制

作販売会社であり，検定教科書に準拠した小学

校用国語テストを教材として印刷，出版，販売

している。

本件は，本件著作物の著作権者であるXらが，

本件著作物を掲載した国語テストのYらによる

印刷，出版，販売は，Xらが本件著作物に対し

て有する複製権，著作者人格権（同一性保持権，

氏名表示権）を侵害すると主張し，それらの権

利に基づいて，Yらによる国語テストの印刷，

出版，販売及び頒布の差止並びにそれらの権利

侵害を理由とする損害賠償又は不当利得返還を

【事　実】
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求めた事案である。

裁判所は，前記４つの争点に関して次のよう

に判示している。

１．Yらが，本件著作物を本件テストに掲載す

ることが，著作権法32条１項にいう「引用」に

該当するか。

「この規定の趣旨に照らすと，ここでいう

「引用」とは，報道，批評，研究その他の目的

で，自己の著作物中に，他人の著作物の原則と

して一部を採録するものであって，引用する著

作物の表現形式上，引用する側の著作物と引用

される側の著作物とを明瞭に区別して認識する

ことができるとともに，両著作物間に，引用す

る側の著作物が「主」であり，引用される側の

著作物が「従」である関係が存する場合をいう

ものと解するべきである。」

「本件各著作物の掲載態様に照らすと，引用

される側の著作物である本件著作物の全部又は

一部と引用する側の著作物である本件国語テス

トを明瞭に区別して認識することができるとい

うべきである。」と，明瞭区分性は認めつつも

「国語テストの設問部分には，被告らの創意工

夫があることが認められる。しかし，これらの

設問は，本件各著作物に表現された思想，感情

等の理解を問うものであって，上記問題の設定，

配列等における被告の創意工夫も，児童に本件

各著作物をいかに正確に読みとらせ，それをい

かに的確に理解させるかということにあり，本

件各著作物の著作物としての創作性を度外視し

てはあり得ないものである。そして，このこと

に，本件国語テストにおける本件著作物とそれ

以外の部分の量的な割合等を総合すると，引用

される側の著作物である本件著作物が「従」で

あり，引用する側の著作物である本件国語テス

トが「主」であるという関係が存するというこ

【判　旨】

とはできない。」と，主従の関係は逆だとし，

引用には当たらないとしている。

２．Yらが，本件著作物を本件テストに掲載す

ることが，著作権法36条１項にいう「試験問題

としての複製」に該当するか。

「これらの規定は，入学試験等の人の学識技

能に関する試験又は検定にあっては，それを公

正に実施するために，問題の内容等の事前の漏

洩を防ぐ必要があるので，あらかじめ著作権者

の許諾を受けることは困難であること，及び著

作物を上記のような試験，検定の問題として利

用したとしても，一般にその利用は著作物の通

常の利用と競合しないと考えられることから，

試験，検定の目的上必要と認められる限度で，

著作物を試験，検定の問題として複製すること

については，一律に著作権者の許諾を要しない

ものとするとともに，その複製が，これを行う

者の営利の目的による場合には，著作権者に対

する補償を要するものとして，利益の均衡を図

ることとした規定であると解される。」

「そうすると，同条１項によって著作権者の

許諾を要せずに，問題として著作物の複製をす

ることができる試験又は検定とは，公正な実施

のために，試験，検定の問題として利用する著

作物が何であるかということ自体を秘密にする

必要性があり，それ故に当該著作物の複製につ

いて，あらかじめ著作権者の許諾を受けること

が困難であるような試験，検定をいうものであ

って，そのような困難性のないものについては，

複製につき著作権者の許諾を不要とする根拠を

欠くものであり，同条１項にいう「試験又は検

定」に当たらないものと解するのが相当であ

る。」

「本件国語テストに用いたテストは，学習の

進捗状況等に従い，通常は国語教科書の各単元

を修了する際に，当該単元に係る分が実施され

るものであって（中略），教科書に掲載されて
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いる本件著作物が本件国語テストに利用される

ことは，当然のこととして予測されるものであ

るから，本件国語テストについて，いかなる著

作物を利用するかということについての秘密性

は存在せず，そのような秘密性の故に，著作物

の複製について，あらかじめ著作権者の許諾を

受けることが困難であるような事情が存在する

ということもできない。

よって，被告らが，本件各著作物を本件国語

テストに複製することは，著作権法36条１項所

定の「試験又は検定の問題」としての複製に当

たるものではない。」

３．Yらが出版に際し，Xらの文章を修正した

り，氏名を掲載しないことが，著作者人格権の

侵害になるか。

（1）同一性保持権侵害について

個々の著作物とテストに使われた部分を詳細

に比較検討し，「改変」されているものと認め

たうえで，次のように結論付けた。

「著作権法20条２項４号は，同一性保持権に

よる著作者の人格的利益の保護を例外的に制限

する規定であり，かつ，同じく改変が許される

例外的場合として同項１号ないし３号に規定が

存在することからすると，同項４号にいう「や

むを得ないと認められる改変」に該当するとい

うためには，著作物の性質，利用の目的及び態

様に照らし，当該著作物の改変につき，同項１

号ないし３号に掲げられた例外的場合と同程度

の必要性が存在することを要するものと解され

る。

しかるところ，（中略）本件国語テストの発

行に当たり，本件各著作物に改変を加えるにつ

き，上記のような必要性が存在すると認めるこ

とはできない。したがって，著作権法20条２項

４号が定める「やむを得ないと認められる改変」

に該当するとは認められない。よって，原告ら

が本件各著作物について有する同一性保持権が

侵害されたものと認められる。」

（2）氏名表示権の侵害について

「＜証拠略＞によると原告らの氏名が表示さ

れていないものと認められるから，原告らが本

件各著作物について有する氏名表示権が侵害さ

れたものと認められる。」

４．損害の発生とその数額はいくらか。

損害額については，部数，基礎となる価格，

使用率，使用料率をあらゆる角度から検討のう

え，次のように結論付けた。

「以上により，原告らが被告に対して請求で

きる損害額は，印刷部数×価格（学校納入価格

又は学校納入定価）×使用率（教材中占有率）×

使用料率（８％又は４％）によるのが相当であ

る。」

なお，著作者人格権侵害行為に対する慰謝料

の額は15万円ないし30万円が相当と判示してい

る。

１．はじめに

教科書に準拠した副教材への著作物の利用に

関しては，ここ数年いろいろな形で訴訟が行わ

れている。

現行著作権法が施行されて34年が経過する

が，この裁判の中でも触れられているように，

作家など著作者の側から長年にわたってこのよ

うな国語テストでの使用について権利主張がな

されていなかったという実態，教材会社サイド

からの旧著作権法時代の慣行を例にして「適法

引用」であるから許諾も使用料の支払いも必要

なしという認識や，教材会社から教科書会社に

謝金を支払っていたがそれには原著作者に対す

る著作権料が含まれていないことを全く認識し

ていなかったという実態が浮かび上がってい

る。著作者・出版社という，いわば，著作権の

プロですら著作権についてこの程度の認識であ

【研　究】
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るとすると，一億総クリエーター，総ユーザー

の時代といわれる今日，空恐ろしい気がする。

この裁判は，著作権の制限規定（権利者に無

断で使用してよいという規定）の中の「引用」

と「試験問題としての複製」が大きな争点にな

っており，この２つを中心に研究してみたい。

２．著作権の制限規定

著作権の制限規定は，現行著作権法の30条か

ら始まり20条近くにわたって規定されており，

本来，他人の著作物を使用する場合には，権利

者の許諾が必要であるが，教育や福祉，報道等

一定の場合には，厳しい条件の下に権利者に無

断で使用してよいこととされている。我が国の

場合には，これこれの場合に，これこれの条件

に合致する場合に限って，と厳密に規定してい

るが，米国著作権法のように，フェアユース

（公正使用）は著作権侵害にならないとした上

で，公正使用となるかならないかの判断材料と

しては，①使用の目的及び性格，②著作物の性

質，③著作物全体との関連における使用された

部分の量及び実質，④著作物の潜在的市場又は

価格における使用の影響，の４つをあげて，あ

とは，判例の解釈を積み重ねるという国もある。

我が国においては細かく規定しているが，それ

でも，解釈は，立場によって様々で，裁判所の

見解も時には分かれることもある。

いずれにしても，著作権者の排他的・独占的

といわれる権利を制限するわけであるから，そ

の解釈は厳密でなくてはならず，著作権の基本

的条約であるベルヌ条約でも「通常の利用を妨

げず，かつ，その著作者の正当な利益を不当に

害しないことを条件とする。」と規定している

（同条約９条２項）。

しかしながら，この解釈については，著作物

を使用する側がどうしても拡大解釈して，自分

の都合のよいように解釈する傾向があるのは残

念なことである。今回の裁判についても使用す

る側の主張にはその傾向が見られるが，裁判所

の判断は，それを正したといえる。

３．引　用

自分の文章の中に，他人の文章を引用して，

自分の説をより明確にしたり，際立たせたりす

ることはよく行われるが，著作権法32条も「引

用」ということで認めている。ただ，著作権法

で定める「引用」は一般に使われている引用と

いう言葉より，厳格である。

32条１項は，「公表された著作物は，引用し

て利用することができる。この場合において，

その引用は，公正な慣行に合致するものであり，

かつ，報道，批評，研究その他の引用の目的上

正当な範囲内で行なわれるものでなければなら

ない。」と規定している（２項略）。

著作権法は，公正な慣行に合致するものであ

ることと，引用の目的上正当な範囲で行われる

ことを求めている。

裁判の判例などから判断して，引用に該当す

る条件としては通常次のようなことがあげられ

ている。

（1）引用できるのは公表された著作物である

こと。

（2）引用する自分の著作物と引用される他人

の著作物とが明瞭に区分されていること。引用

文は，かぎ括弧を付けたり，文字を小さくした

りして明らかに区別されていることが必要。

（3）引用する自分の著作物が「主」であり，

引用される他人の著作物が「従」たる関係にあ

ること。質的にも量的にも。そもそも，自分の

著作物がなければ，引用ということはあり得な

い。

（4）引用する必然性があること。

（5）出所の明示をすること。

本件判決では，上記のうち，主に（2）と（3）に

ついて判断を下しており，判旨で述べているよ

うに，テストの問題は，上半分に線で囲んだ原
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告たちの作品を載せ，下半分に，その作品に対

する設問等を書き入れている形式を取っている

ようであり，その点では，自分の著作物と他人

の著作物とを明瞭に区分しているといえると認

めている。しかし，被告らの作成した設問は，

元々の著作物に表現された思想，感情等の理解

を問うものであって，問題の設定，配列等にお

ける被告の創意工夫も，児童に元の各著作物を

いかに正確に読みとらせ，それをいかに的確に

理解させるかということにあり，本件各著作物

の著作物としての創作性を度外視してはあり得

ない，と断じている。更に，量的な問題にも触

れ，引用される側の著作物である本件著作物が

「従」であり，引用する側の著作物である本件

国語テストが「主」であるという関係が存する

ということはできない，として，主体はあくま

で四角い線で囲んだ原告たちの作品だとしてい

る。教科書準拠を謳っている教材である以上，

教科書に掲載された作品に頼ることはあり得る

ことで，そうであればあるほど，その作品なし

では教科書準拠テスト問題はないとも考えら

れ，当然の結論といえる。

この事件の抗告申し立て事件（東京高裁平成

12.９.11決定）について紹介をしている五味由

典氏は「教科書傍用教材についての判断は，英

語教科書の録音テープについて既に示されたも

の（東京地判平３.５.22）があり，このような

ものへの引用による利用が32条に該当しないこ

とが，ほぼ定着したと言えよう。」と述べてい

るが１）まさに，そのとおりであろう。

４．試験問題としての複製

著作権法36条（平成15年改正前）は次のよう

に規定している。

「公表された著作物は，入学試験その他人の

学識技能に関する試験又は検定の目的上必要と

認められる限度において，当該試験又は検定の

問題として複製することができる。

2 営利を目的として前項の複製を行なう者

は，通常の使用料の額に相当する額の補償金を

著作権者に支払わなければならない。」

この規定は，入学試験や入社試験などの試験

問題というものの性質上，事前に著作権者の許

諾を得るということが実際上困難であることや

このような使用が著作物の通常の利用と衝突し

ないことなどから，それらの試験等に著作物を

使用することを認めたものである。

予備校などでの営利目的の場合には補償金の

支払が義務付けられている。

平成15年改正では，ネットによる試験等にも

無断での使用を認めるという改正が行われてい

る。

そこにある考え方は，あくまでも，試験問題

という事前の了解が難しく，秘密を保ったり，

問題が漏えいしないようにという配慮，及びそ

のような使い方が，権利者に不利益を及ぼさな

いということが，前提である。

本件の国語テストは，学習の進捗状況等に従

って，通常は国語教科書の各単元を修了する際

に，当該単元に係る分が実施されるものであり，

教科書に掲載されている本件著作物が本件国語

テストに利用されることは，当然のこととして

予測されるものであるから，本件国語テストに

ついて，いかなる著作物を利用するかというこ

とについての秘密性は存在せず，そのような秘

密性の故に，著作物の複製について，あらかじ

め著作権者の許諾を受けることが困難であるよ

うな事情が存在しないものである。

また，同じ制限規定で「教科書に掲載する」

場合も無断で行ってよいことになっているが，

その際ですら，権利者への補償金の支払いが教

科書会社に義務付けられているのであるから，

その教材作成に当たって無断で，使用料なしで

よいといういわれはない。このような使用方法

が，著作権の制限規定に該当せず，無断で行っ

ていたのであれば，著作権侵害としたことは当
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然であろう。

この判決については，作花文雄氏が「この裁

判例では，当該試験問題の秘密性を中心に第36

条の該当性が検討されているが，このような問

題集は，試験の実施主体が作成するものではな

く，試験の実施主体に提供することを目的とし

て教材業者が作成するものであり，本来的に第

36条の適用はないものと解される。」と評して

いる２）が，そもそも論でいえば，正にそのとお

りであろう。しかし，実施本体が作る試験問題

であろうと，そこに教材を提供する被告ら教材

業者が作る試験問題であろうと，本件のような

使用が，無断で，使用料なしで行ってよいわけ

ではないことは論を待たない。

５．控訴審判決等

平成16年６月29日に，この裁判の控訴審判決

が東京高等裁判所から出されている。

内容としては，地裁判決をほぼ追認する形で

あるが，高裁で新たに争点として付け加えられ

た，権利濫用の有無については「一審原告らは

一審被告らに対し著作権侵害を主張して損害賠

償等の請求をすることができるものであり，こ

れが権利濫用になることは原則としてないとい

うべきである。」として，一審被告らの主張を

退けている。

なお，久留米大学の大家重夫氏が旧法時代に

教材で争われた事件について，「教科書に準拠

しつつ，教科書の表現を全く再掲しなければ完

全に別個の著作物が作れるだろう。だが通常の

学習書は，そういうものではないだろうし議論

を生ずる場合が多いことを考えれば，「原典使

用料」「あいさつ料」を払って発行すべきだろう。」
３）と既に25年以上も前に警鐘を鳴らしていたの

は，正鵠を得たものであった。

注　記

1）「コピライト」No.476（著作権情報センター

2000. 12発行）p.36

2） 作花文雄著「著作権法講座」（著作権情報センタ

ー　平成15年10月31日発行）p.219

3） 著作権判例研究会編「最新著作権関係判例集１」

（ぎょうせい　昭和53年7月25日発行）p.235

「毎日の勉強」学習書仮処分事件

（原稿受領日　2004年10月11日）
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